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平成26年4月より生涯教育が

新しくスタートしました！

●基本的な考え方

管理栄養士・栄養士は、「栄養の指導」を通して人々の

健康維持・増進に関る専門職です。専門職は、使命と責

務を自覚し、常にその職能の発揮に努力することが必要

です。

そこで、今まで行ってきた生涯教育（CE：continuing 

education）から、生涯職能開発（CPD：continuous 

professional development）の考え方を取り入れ、キャリ

アを支援できる生涯教育へ、新しく制度が変わります。

自己評価を行い、到達目標を決定して「研修計画（P）

を各自で作成、実践（D）、評価（C）、改善・見直し（A）」

のPDCAサイクルでスキルを向上し、「知識・技術・倫理

の面で信頼できる専門職」であると、社会的評価を得ら

れる管理栄養士・栄養士を目指します。

●新しくなったのはどこ？

•�到達目標（competency、コンピテンシー）の設
定と評価

専門分野毎に、経験年数に応じた到達目標を設定して

います。この到達目標に達しているかどうかの自己評価

を自身で行い、目標到達を目指して自ら研修計画を作成

します。

•自己研鑚の記録（キャリアノート）
今までの生涯学習では、生涯学習記録票で受講記録

を管理していましたが、新制度の基幹教育では、キャリ

アノートとして自己研鑽を、①から④の項目について記録

し自己管理します。（①から④の記録の各様式は、全て

ホームページよりダウンロードできます。）

①到達目標：専門分野の到達目標を選択して、到達度の

自己評価を行う。

②キャリアシート：基幹教育や学会などで研修し、実務

にてトレーニング（OJT）した内容を記入する。到達度

が不十分な事項に対するPDCAサイクルによる自己研

鑽記録となる。この記録表の作成目標は、年間5テー

マ以上とする。

③研修の受講記録：受講した基幹教育（基本研修、実務

研修）を記録する（電子化予定）。

④業績の記録：学会発表、講演（講義）、シンポジスト、

学会参加などを記録する。

●�生涯教育を受けて専門分野のジェネラリスト

を目指そう！

まずは、研修会に申し込みましょう。各研修会開催予

定は、「日本栄養士会雑誌」やホームページをご覧いただ

くか、所属都道府県栄養士会へお問い合わせください。

会員証カードのバーコードが
活用できるようになります！

会員の皆様に平成24年から配付しているバー

コード付き会員証カード。

平成26年 4月からは、会員証カードのバーコー

ドを読みとることで、研修会などの出席を管理す

ることができるようになりました。「バーコードを

読み取る＝出席＝生涯教育単位の付与」という流

れになります。会員の皆様、研修会などに参加す

るときは、必ず会員証カードをご持参ください。

平成26年10月（予定）からは、研修会の申し込

みの他、入会申し込み、会員情報の変更がWeb

でできるようになります。

さらに、生涯教育をサポートするためWebによ

る生涯教育管理機能も平成27年 4月リリース予

定です！
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「管理栄養士・栄養士倫理綱領（第4版）

Ver.4_1

� 公益社団法人日本栄養士会 学術研究事業部

管理栄養士・栄養士は、人々の健康の維持・増進およ

び生活の質の向上を目指して、科学的根拠に基づき、栄

養と食に関する支援を実践する専門職です。これは、人

の代謝への介入であり、一種の医学的な侵襲です。加え

て、在宅医療・在宅療養化が政策として進められており、

日常生活の現場で、管理栄養士・栄養士は、この分野の

学術・技術・技能に対する特殊な能力を有し、そのこと

を公言し、社会に応用および実践する必要があります。 

管理栄養士・栄養士は、栄養と食の専門職として、自

らの職業の必要性・有用性を、自ら証明しなければなり

ません。専門職の必要性・有用性を証明するためには、

研究倫理を遵守した基礎研究・実践研究に基づく科学

的根拠を示さなければなりません。科学的根拠に基づく

管理栄養士・栄養士の固有の業務は、全ての人に共通の

ニーズを満たすものであり、公共益に貢献し、公共サー

ビスをもたらすものです。

日本栄養士会では、こうした社会的要請に鑑み、管理

栄養士・栄養士については、一般の医療倫理で説かれて

いるのと同様に、自律、善行原理、無危害原理、正義か

ら構成される職業倫理について、会員の皆様と議論して

まいりました。

このたび、これまでにいただいたご意見と日本栄養士

会理事会における議論をもとに、ブラッシュアップバー

ジョンとして「管理栄養士・栄養士倫理綱領（第 4版）

Ver.4_1」に改訂いたしました。この倫理綱領について、

平成26年 4月30日締切で意見募集を行ったところです。

今後は6月に開催されます平成26年度公益社団法人日

本栄養士会定時総会にて決定する予定です。

管理栄養士・栄養士倫理綱領（第 4版）Ver.4_1
制定平成14年 4月27日
改訂平成 24年 3月25日

平成 24年5月12日
平成 25年5月19日
平成 26年1月25日

本倫理綱領は、すべての人びとの「自己実現をめざし、健やかによりよく生きる」とのニーズに応え、管理栄養士・

栄養士が、「栄養の指導」を実践する専門職としての使命 1）と責務 2）を自覚し、その職能 3）の発揮に努めることを社

会に対して明示するものである。

１．管理栄養士・栄養士は、保健、医療、福祉及び教育等の分野において、専門職として、この職業の尊厳と責任

を自覚し、科学的根拠に裏づけられかつ高度な技術をもって行う「栄養の指導」を実践し、公衆衛生の向上に尽くす。

２．管理栄養士・栄養士は、人びとの人権・人格を尊重し、良心と愛情をもって接するとともに、「栄養の指導」に

ついてよく説明し、信頼を得るように努める。また、互いに尊敬し、同僚及び他の関係者とともに協働してすべて

の人びとのニーズに応える。

３．管理栄養士・栄養士は、その免許によって「栄養の指導」を実践する権限を与えられた者であり、法規範の遵

守及び法秩序の形成に努め、常に自らを律し、職能の発揮に努める。また、生涯にわたり高い知識と技術の水準

を維持・向上するよう積極的に研鑽し、人格を高める。

管理栄養士・栄養士倫理綱領注釈
1）管理栄養士・栄養士の使命
管理栄養士・栄養士は、日本栄養士会に所属し、すべての人びとの「自己実現をめざし、健やかによりよく生きる」とのニーズに
応え、保健、医療、福祉及び教育等の分野において、専門職として、この職業の尊厳と責任を自覚し、科学的根拠に裏づけられ、
かつ高度な技術をもって行う「栄養の指導」を実践し、もって、公衆衛生の向上に寄与することを使命としている。
2）管理栄養士・栄養士の責務
管理栄養士・栄養士は、その免許によって「栄養の指導」を実践する権限を与えられた者であり、実践にあたっては、人びとの
生きる権利、尊厳を保つ権利、等しく支援を受ける権利などの人権を尊重することが求められる。また、人びとの自己決定権と
インフォームド・コンセントを尊重するとともに、科学的根拠に裏づけられた望ましい基準を設定し、持てる限りのより質の高い
「栄養の指導」を行い、生命環境の問題について社会に貢献する。社会の期待と信頼に応えるため、自らの心身の健康の保持・
増進に努め、常に人格の陶冶及び関係法を遵守する。さらに、生涯にわたり高い知識と技術の水準を維持するよう積極的に研
鑽するとともに、先人の業績を顕彰し、後進の育成に努める。職務遂行にあたって、品位と信用を損なう行為、信義にもとる行
為をしてはならない。また、職務上知り得た個人情報の保護に努め、守秘義務を遵守しなければならない。
3）栄養の指導
管理栄養士・栄養士が実践する「栄養の指導」は、健康の維持・増進、疾病の予防・治療・重症化予防及び介護予防・虚弱支
援を実践するための基本となるものであり、個人及び集団を対象とし、栄養の評価・診断・計画に基づいた栄養食事療法・情
報提供・食環境整備・食育活動等により、生涯をとおしてその人らしく生を全うできるように支援することである。

（付則）
本綱領の変更は、理事会の承認を得なければならない。
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● H26/2/21  新潟県栄養士会発、2年目の「在宅栄養ケア」が『新潟日報』で大特集！
平成26年2月21日付『新潟日報』で、新潟県栄養士会の取り組みが大きく取り上げられました。この取り組みは、

新潟県栄養士会が平成24年度から実施している国のモデル事業で、自宅療養中の患者を管理栄養士が訪ね、適

切な栄養量や献立、調理法をアドバイスするというもの。住民のニーズから管理栄養士・栄養士への期待、実践

していくうえでの課題がまとめられている他、会員のスキル向上の取り組みまで、立体的に掲載されています。皆

さんの活動におかれまして、ぜひ、ご参考としてください。 

● H26/3/7  第7回日本人の長寿を支える「健康な食事」のあり方に関する検討会が、厚生労働省で開催
平成26年3月7日に同検討会が開催、7回目となる今回は、「健康な食事」の定義案が発表、検討されました。

定義の検討では、「健康寿命の延伸」「食のつながり」「継続」という3つのポイントに留意。加えて、同案の根拠とな

るデータを確認しながら、定義の構築を進めました。今後は、「健康な食事」の認証基準を整理し、今夏策定に向

けて具体的に議論されます。

▶「第7回日本人の長寿を支える「健康な食事」のあり方に関する検討会」の資料について詳しく見る

 URL：http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/0000039767.html 

● H26/3/26  学校給食における食物アレルギー対応について、文部科学省から全国に通知
平成26年3月26日付で、文部科学省スポーツ・青少年局から全国の知事、教育委員会などに対し、今後の学

校給食における食物アレルギーの対応について通知がありました。平成24年12月に学校で起こった事故発生以

降、対応について検討されていましたが、平成26年3月に報告書が公表。事故防止のために、各都道府県管内で

の周知徹底を呼び掛けています。

▶「学校給食でのアレルギーの対応」について詳しく見る

 URL：http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/1345963.htm 

▶「今後の学校給食における食物アレルギー対応について」の報告書を詳しく見る

 URL：http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/__icsFiles/afieldfile/2014/03/27/1345963_2.pdf 

● H26/4/1  日本栄養士会の生涯教育がスタート、ホームページで各種資料のダウンロードが始まる
平成26年 4月1日、生涯教育のキャリアノートや各種様式などが、日本栄養士会ホームページ上で、ダウンロー

ドできるようになりました。すぐに必要な方も、今後使おうと考えている方も、まずはホームページへ！ 

▶「生涯教育制度」について詳しく見る

 URL：http://www.dietitian.or.jp/jdainfo/lifestudy/new.htm 

● H26/4/24  子どもたちの健全な成長を願い、多面的に検証された学校給食の提供を！
平成26年2月19日、新潟県の三条市教育委員会は、学校給食での牛乳提供を、試験的に中止することを決めま

した。この決定をきっかけに、日本栄養士会では、未来の学校給食のあり方を検討、その見解を声明文として、厚

労省、文科省、農水省、共同通信社をはじめとするメディア各社へ発表いたしました。少子社会を迎える日本にお

いて、子どもたちの健全な成長は最重要課題の一つです。学校給食ひいては食育について、そのあり方を見直す

機会として、日本栄養士会では、引き続きこの問題に取り組んでまいります。

▶「学校給食での牛乳の提供を中止する試みについて」の声明文を見る
 URL：http://www.dietitian.or.jp/topicsnews/pdf/140425.pdf 

& more　ニュースまとめ読み& more　ニュースまとめ読み
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全国健康関係主管課長会議資料から

厚生労働省健康局がん対策・健康増進課は、平成26年3
月4日（火）に中央合同庁舎第５号館　講堂において、全国
健康関係主管課長会議を開催し、その資料を公表したので、

その一部「栄養対策について」を抜粋しました。

栄養対策について

科学的根拠に基づく基準づくり・基盤整備、管理栄養士

等の養成・育成、地域における栄養指導の充実を柱として、

各種栄養対策を推進している。

（1）科学的根拠に基づく基準づくり・基盤整備
（国民健康・栄養調査について）国民健康・栄養調査につ

いては、平成24年調査の結果として、5年ごとに行っている
糖尿病有病者等の推計人数と体格（BMI）や野菜摂取量な
ど生活習慣に関する都道府県の状況を平成25年12月に概
要発表した。その結果から、糖尿病有病者・予備群は、約

2,050万人と推計され、平成9年以降、初めて減少したこと
が明らかになった。平成25年度からは、効率的に健康日本
21（第二次）のモニタリングや評価が行えるよう、平成 28年
までを見据えた調査方針や調査項目の周期を決定した。平

成26年は、所得格差をテーマとする。
（「健康な食事」の基準について）健康日本21（第二次）の
推進と日本再興戦略における健康寿命延伸産業の育成を図

る観点から、健康面や栄養面に加えて、日本人の食事の多

様性や食文化、生産流通等も考慮した日本人の長寿を支え

る「健康な食事」の基準を策定する。

（行政栄養士の基本指針を踏まえた効果的な取組の推

進）健康日本21（第二次）の推進に当たり、行政栄養士によ
る健康づくり及び栄養・食生活の改善の一層の推進が図ら

れるよう、平成25年3月29日付けで、いわゆる行政栄養士
の業務指針を発出した。さらにこの指針を実践するための

資料集を平成25年 4月に作成し、各自治体に情報提供する
ことにより、行政栄養士による成果のみえる効果的な取組

の推進を図る。その一環として、健康増進法に基づき実施

されている特定給食施設の栄養管理に関して、平成25年3
月29日付けで発出した通知において、健康日本21（第二次）
の特定給食施設に係る目標の評価基準を示し、健康増進を

目的とする施設に対して肥満及びやせに該当する者の割合

の変化の状況を評価に加えることとした。

（2）管理栄養士等の養成・育成
（調理師養成施設の指定の基準の見直し）

調理師養成施設の指定の基準について、調理師の資質の

一層の向上を図るため、調理師養成施設が独自性を活かし

た教育が実現できるよう、16年ぶりに見直しを行い、平成
25年12月26日に調理師法施行規則の一部を改正する厚生
労働省令を公布、平成27年 4月1日より施行する。
主な改正点は、「教科科目」から「教育内容」による表記へ

の変更、専任教員及び教員の資格要件の見直し等である。

（養成施設の指定・監督に関する権限委譲）事務・権限の

移譲等に関する見直し方針として、調理師養成施設の指定

権限等の国から都道府県の移譲を平成27年 4月1日に予定
している。なお、栄養士養成施設の指定権限等については、

今回は都道府県に移譲しないが、今後検討を進める。

（管理栄養士専門分野別人材育成事業）

特定の疾患別に特化した知識・技術を深めた管理栄養士

を育成するため、管理栄養士専門分野別人材育成事業を公

益社団法人日本栄養士会に委託。平成25年度はがん、平
成26年度はがんに加えて慢性腎臓病（CKD）に特化した管
理栄養士の育成プログラムの作成等を行うこととしている。

以下タイトルのみ

（3）地域における栄養指導の充実
（健康的な生活習慣づくり重点化事業（糖尿病予防戦略事

業）について）

（栄養ケア活動支援整備事業について）

資料全文は、厚生労働省ホームページをご覧ください。

 http://www.mhlw.go.jp/topics/2014/03/dl/140313-01_02.pdf 

「日本人の食事摂取基準（2015年版）策定

検討会」の報告書が公表されました。

「日本人の食事摂取基準（2015年版）策定検討会」（座長
　菱田明　浜松医科大学名誉教授）では、平成27年度より
使用する日本人の食事摂取基準（2015年版）を策定するた
め、平成25年２月から議論を重ね、報告書を作成し、平成
26年3月に厚生労働省が公表しました。今後、この報告書
を基に、平成26年度中に大臣告示が予定されています。

日本人の食事摂取基準は、健康増進法（平成14年法律第
103号）第30条の2に基づき、国民の健康の保持・増進を図
る上で摂取することが望ましいエネルギーおよび栄養素の

量の基準を厚生労働大臣が定めるもので、５年毎に改定を

行っています。

【主な改定のポイント】

1） 策定目的に、生活習慣病の発症予防とともに「重症化
予防」が加えられました。 

•エネルギー・栄養素と生活習慣病（高血圧、脂質異常症、
糖尿病、慢性腎臓病）の発症予防・重症化予防の関連に

ついてレビューが行われ、検討されました。

2） エネルギーについて、指標に「体格（BMI）」が採用さ
れました。

•エネルギーの摂取量および消費量のバランス（エネルギー
収支バランス）の維持を示す指標として、体格（BMI：
body mass index）が採用されました。 

•成人期を３つの区分に分け、目標とするBMIの範囲が提
示され、肥満とともに、特に高齢者では低栄養の予防が

重要とされました。

３） 生活習慣病の予防を目的とした「目標量」が充実しま
した。 

•ナトリウム（食塩相当量）について、高血圧予防の観点か
ら、男女とも値を低めに変更されました。

18歳以上男性：2010年版　9.0g／日未満
　→　2015年版　8.0g／日未満 
18歳以上女性：2010年版　7.5g／日未満
　→　2015年版　7.0g／日未満 

•小児期からの生活習慣病予防のため、食物繊維とカリウ
ムについて、新たに6～17歳における目標量が設定されま
した。

なお、報告書の全文は、厚生労働省ホームページをご覧

ください。

 http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/0000041824.html 
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平成26年1月度 理事会開催報告

日　時：平成26年1月25日（土）13：00～18：50
	 1月26日（日） 9：00～12：00
場　所：日本健康･栄養会館3階研修ホール
現在の理事の数：24名
出席理事の数：21名（25日）、19名（26日）

議決事項

（1）‌�日本栄養士会が目指す栄養士・管理栄養士の将来像と推進
対策（栄養士法改正を含む）について
日本栄養士会が目指す栄養士・管理栄養士の将来像について、

「栄養の指導」とは、教育をするという意味ではなく、対象者の栄
養代謝や身体機能の調整過程に介入し制御することであること
を念頭に置き、国民に求められる専門職業人となるための目指す
べき姿の具体像とそれを実現するための具体論の議論を行い、
次のとおりまとめた。
①医療行為、医療職性の定義を明確にし、全ての栄養士・管
理栄養士が医療職であるとの共通認識を持って、認知度を
高めていく（ホームページなどを使ってアピールしていく）。
②栄養士・管理栄養士のスキルを向上させ、国民から栄養士・
管理栄養士にしかできない業務であるとの認識を得ること。
また、ミニマム・スタンダードを確立し、国民のだれもが同じ
指導を受けられる体制の整備を進める。
③国民からの評価を勝ち取って、職域毎の配置基準を作ること
により、栄養士・管理栄養士の業務を見える化していく。
　これらの議論をもとに、今後の戦略戦術につなげていくこと
とした。
また、推進対策として、すでに体制づくりとして厚生法制研究
会への委託内容、将来像推進本部の設置、企画広報室の創設と
その業務について説明があり、了承した。

（2）平成25年度事業執行状況について
①総務部
全国栄養士大会の開催、栄養と健康を考える有識者の会の開

催、先駆的栄養改善活動など、管理栄養士・栄養士の業務過誤
による損害賠償責任保険制度の取り扱い事業、管理栄養士・栄
養士制度の運用改善および制度改革に関する包括的な検討事
業、オリンピック誘致支援事業、会報「栄養日本・礎」の発行、業
務支援システムの保守管理について説明があり、承認した。

②学術研究事業部
保健指導などのデータ調査解析、管理栄養士・栄養士の職業

倫理の策定、栄養指導・食事療法に関する文献検索システム利用・
活用の促進と論文作成の支援、栄養指導・食事療法に関する研
究助成、育英資金の支給事業、PENへの対応、食と栄養の実践
科学の振興に資する書籍などの刊行物の監修など、開発途上国
の公衆衛生・公衆栄養上の課題に関する支援事業、国際栄養士
連盟・アジア栄養士連盟の活動にかかる国際交流事業、海外留
学助成事業について説明があり、承認した。

③人材育成事業部
管理栄養士専門分野別人材育成事業、管理栄養士・栄養士の

卒後教育体系の構築事業、生涯学習研修事業、特定保健指導担
当管理栄養士認定、TNT-D（臨床栄養療法）認定管理栄養士認
定、公認スポーツ栄養士認定、在宅訪問栄養指導管理栄養士認
定、特定保健指導担当管理栄養士研修会、栄養サポートチーム
担当管理栄養士研修会について説明があり、承認した。

④情報コミュニケーション事業部
健康づくり提唱のつどい、「野菜を食べよう」キャンペーン活動、

「日本栄養士会雑誌」の発行事業、ホームページによる情報コミュ
ニケーション事業、健康増進のしおり、ヘルシーダイアリーにつ
いて説明があり、承認した。

⑤栄養ケア・ステーション事業部
認定栄養ケア・ステーション、栄養ケア・ステーション認定制
度モデル事業実施概要、JDA-DAT、JDA-DAT復興支援プロジェ
クトについて説明があり、承認した。

⑥地域連携事業部
諮問会議・地区栄養士会長会議の開催状況、会員増に向けた

活動について説明があり、承認した。

⑦職域事業部
各職域事業部の研修事業の実施状況について説明があり、承

認した。

（3）平成25年度収入支出執行状況、補正予算について
平成 25年度収入支出執行状況について、原案どおり承認した。
補正予算について説明し、承認した。

（4）卒後教育体系の推進について
平成 26年 4月から始まる生涯教育の概要について、実施マニュ
アル、キャリアノートを使って説明があり、了承した。
また、モデル研修を東西2会場で開催すること、管理栄養士・

栄養士が基本研修・実務研修を受けられるよう、諮問会議の際
に、地区毎に研修会の開催について調整いただきたいとの依頼
があった。

（5）職業倫理について
「管理栄養士・栄養士倫理綱領」を、平成 26年度定時総会に
提案することを了承した。

（6）平成26年度事業計画案の概要について
各事業部・職域事業部の事業計画について、担当理事から説
明があり、了承した。最終的には3月度理事会にて承認すること
とした。

（7）平成26年度政策経費について
時代に即した対応が必要になることから、予算として500万円

を計上し、重要性を精査し、適宜運用していくこととした。

（8）諸規程の見直し、制定について
① 定款施行規則ならびに事業部および事務局設置運営規程の
一部改正：原案どおり承認した。

②給与規程の再編：原案どおり承認した。
③ 臨時雇職員および非常勤嘱託職員の給与に関する規程：原
案どおり承認した。

④代議員選出に関する規程：原案どおり承認した。
⑤ 職域事業部運営規程の一部改正：職域事業部の運営につい
て、職域事業部会を開催して、詳細を検討し、3月度理事会
で変更案を提案することを了承した。
⑥ 入会および会費収納に関する事務代行にかかる事務委託料
の改定について：事務委託料を100円に値上げすることとし、
諮問会議へ提案することとした。
⑦ 調査研究への協力に関する内規の制定について：原案の方
向で内規を作成し、次回理事会へ提案することを承認した。

（9）平成26年度役員選挙について
選挙日程について、原案どおり承認した。

（10）平成26年度全国栄養士大会の概要について
午前中に自由集会と全国栄養改善大会、午後に全国栄養士大
会を開催することとし、統一テーマは、「日本人の食事摂取基準
（2015年版）」とすることを承認した。

（11）ベトナム国での栄養士制度創設に向けた支援活動について
ベトナム国のハノイ大学での栄養士養成支援のため、国際交流

資金を使用することを承認した。また、第 61回日本栄養改善学
会関係事業「国際栄養士会議 2008 メモリアルシンポジウム」の
開催にあたり、誘致の功労者であるカナダ栄養士会のCEOマー
シャ・シャープ氏の招聘費用を国際交流資金から支出することを
承認した。

（12）平成26年度収入支出予算案について
各事業部から要求のあった予算について、総務部で検討し、精
査したものが提案され、了承した。最終的には3月度理事会にて
承認することとした。

（13）会員増対策について
①佐賀県・宮崎県栄養士会への対応について
　 　佐賀県・宮崎県栄養士会の平成 25年度会費未納会員へ
文書送付し、会員減への対応を行っていることについて説明
があり、了承した。
②就業者全員の皆会員を目指した具体的な活動の実践
　 　会員増に対する広報戦略について説明があり、了承した。

（14）栄養ケア・ステーション事業のあり方について
栄養ケア・ステーション認定制度要綱（案）、栄養ケア・ステー

ション認定制度モデル事業実施概要、JDA-DAT復興支援プロ
ジェクトについて、原案の方向性を了承した。
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（15）平成25年度特定分野認定制度の認定者について
特定保健指導担当管理栄養士、TNT-D認定管理栄養士、在

宅訪問管理栄養士の認定者について報告があり、承認した。

（16）平成25年度河村育英資金の受給者について
平成 25年度は1名の応募があり、選考委員会での審議の結果、
野原潤子氏へ奨学金を給付することを承認した。

（17）第２回諮問会議の開催について
日程、次第について説明があり、2日目に生涯教育の地区別研修プ
ログラムについての意見交換および業務支援システムの2次開発
（会員カードの活用）についての説明の時間を加えることを了承した。

（18）事務所の移転について
移転先の選定状況について説明があり、了承した。

（19）会員の入会承認について
12月31日時点で50,799名の入会申し込みがあったことを確認
し、承認した。

（20）賛助会員の入会承認について
次の1社の入会を承認した。
•東洋ライス株式会社

平成26年3月度 理事会開催報告

日　時：平成26年3月15日（土）13：00～18：30
	 3月16日（日） 9：00～12：00
場　所：‌�3月15日（土）日本健康･栄養会館3階研修

ホール
3月16日（日）ForumS＋汐留会議室A＋B

現在の理事の数：24名
出席理事の数：20名（15日）、22名（16日）

議決事項

第1号議案　平成26年度事業計画書および収支予算書などの承
認について
議長の求めに応じ、平成 26年度事業計画書の概要について
迫専務理事から、総務部について齋藤部長、学術研究事業部
について木戸部長、情報コミュニケーション事業部について星
野部長から、栄養ケア・ステーション事業部について下浦部長、
地域連携事業部について園原部長から、人材育成事業部につ
いて大部理事から説明があった。職域事業部に関し、医療事
業部について西村理事、学校健康教育事業部について柵木理
事、勤労者支援事業部について岸本理事、研究教育事業部に
ついて池本理事、公衆衛生事業部について梶理事、地域活動
事業部について角谷理事から説明があった。また、齋藤常務
理事から平成 26年度の事業執行に関し指定正味財産の一般
正味財産への振替について説明し、収支予算書ならびに設備
投資の見込みに関する書類の詳細説明があった。審議の結果、
原案どおり承認された。
第2号議案　主たる事務所の移転について
迫専務理事から事務所を移転する必要がある旨の説明があ
り、審議の結果、承認された。
第3号議案　諸規程の見直し・制定について

1.定款施行規則の一部変更ならびに代議員選出に関する規程
などについて迫専務理事から説明がなされ、審議の結果、承
認された。

2.事業部および事務局設置運営規程について迫専務理事から
説明がなされ、審議の結果、承認された。

3.各職域事業部運営規程の改正案について園原職域事業部長
から説明がなされ、審議の結果、承認された。

4.木戸学術研究事業部長から、海外留学助成制度の創設につ
いて説明がなされ、審議した結果、創設について承認され、
詳細は今後も継続審議することとした。

5.日本スポーツ栄養学会ならびに全国在宅訪問栄養食事指導
研究会との協定書の締結について迫専務理事から説明がな
され、審議の結果、承認された。

6．会費納入事務委託費の改定について齋藤総務部長から説
明がなされ、審議の結果、承認された。

第4号議案　平成26年度第1回諮問会議について
園原地域連携部長から説明があり、開催することが承認さ

れた。
第5号議案　会員の入会承認について
齋藤総務部長から2月28日時点で51,221名の入会申込みが
あったことを確認し、承認した。
第6号議案　賛助会員の入会申請について
齋藤常務理事から、賛助会員（株式会社メディカ出版、有限会
社糧とく）の入会申請について説明があり、入会が承認された。

協議事項 （報告事項）
1.代表理事・業務執行理事の職務執行状況の報告
小松龍史代表理事会長、長谷川克己代表理事副会長およ
び迫和子専務理事（業務執行理事）、齋藤長徳常務理事（業
務執行理事）からそれぞれ自己の職務の執行状況の報告が
された。

2.平成 25年度第2回諮問会議での懸案事項とその対応につい
て、園原地域連携部長から説明があり、対応について協議し
た。

3.地区栄養士会長会議について、西村理事から京浜地区栄養
士会長会議、羽多野理事から近畿地区栄養士会長会議の開
催報告がされた。

4.将来構想実現に向けた活動のあり方について、小松会長、木戸
常任理事、早野監事から資料に基づき説明がなされ、協議した。

5.栄養ケア・ステーション事業の推進について、下浦栄養ケア・ス
テーション事業部長から資料に基づき説明がなされ、協議した。

6.生涯教育研修会開催の推進について、木戸常任理事から資
料に基づき説明がなされ、協議した。

7.管理栄養士専門分野別人材育成事業の推進（平成 26年度厚
生労働省委託事業）について、迫専務理事から資料に基づき
説明、報告がされた。

8.平成 26年度栄養ケア活動支援事業（厚生労働省補助事業：
関係民間団体が対象）について、迫専務理事から資料に基づ
き説明、報告がされた。

9.診療報酬改定への対応について、齋藤常務理事から資料に
基づき説明がなされ、協議した。

10.会員増対策について、事務局（岩楯企画広報室長）から資料
に基づき説明がされ、協議した。

11.平成26年度定時総会の運営、総会スローガン、宣言文（案）、付
属資料について、齋藤総務部長から説明がなされ、協議した。

12.平成 27年度政府予算策定に対する要望について、迫専務
理事から説明、報告がされた。

13.日本栄養士会における災害対策マニュアルについて、赤枝
理事から説明、報告がされた。

14.平成 25年度事業執行状況について、資料に基づき迫専務
理事から報告がされた。

15.平成 25年度政策事業報告について、石川理事、政安理事か
らそれぞれ報告がされた。

16.平成 25年度厚生労働省委託事業などの進捗状況について
迫専務理事から報告がされた。

17.医薬基盤・健康・栄養研究所（仮称）について、迫専務理事
から説明、報告がされた。

18.平成 25年度保育科学研究事業の進捗状況について、迫専
務理事から、報告がされた。

19.第 6回栄養と健康を考える有識者の会の開催報告につい
て、迫専務理事から報告がされた。

20.各種会議の開催報告について
①齋藤総務部長から、第2回総務部会、第2回危機管理検討
委員会、第5回業務支援システムワーキングについて報告が
された。

②木戸学術研究事業部長から、第2回学術研究事業部会、第
3回国際交流委員会について報告がされた。

③笠井理事から、第11回卒後教育検討会、生涯教育モデル研
修（基本研修講師養成研修）について報告がされた。

④下浦栄養ケア・ステーション事業部長から第 6回JDA-DAT
運営委員会について、報告がされた。

⑤園原地域連携事業部長から、地域連携事業部会について報
告がされた。

21.事務局職員の異動などについて、迫専務理事から説明、報
告がされた。
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平成26年 4月19日（土）・20日（日）の両日、千代田区・日
本健康・栄養会館において標記研修会が全国46都道府県
代表者参加のもと開催されました。

冒頭で石川祐一企画運営委員長より、現在医療事業部が

抱える課題として、昨年提案した病院管理栄養士・栄養士

のビジョン達成に向けた取り組みと今年度から開始となる

生涯教育制度実務者研修のスムーズな運営、人材育成事業

（がん、CKD）への関わりなどがあげられこれらの事業は、
（日栄）事業でもあるが、会員数の40％を占める医療事業部
がバックアップをし、推進しなければならないことから、全

国の医療の会員が一つになって取り組んでほしいとの挨拶

がありました。その後、研修会に先立ち愛知県・市江美津

昭会員、徳島県・松村晃子会員が議長となり議事が進めら

れました。

■平成25年度事業報告
1.事業ワーキンググループ
①「医療事業部のしおり」（腎疾患重症化予防実践事業「生 

活・食事指導マニュアル」平成24年度改訂版）発行。②臨
床栄養学術セミナー（テーマ：糖尿病食事療法について、6
月15日（土）、東京医科歯科大学、参加者281名）。③スキ
ルアップセミナー（テーマ：糖尿病を中心とした栄養指導、

11月16日（土）・17日（日）東京都・自治労会館、参加者48名）。
④第33回食事療法学会（テーマ：西洋医学発祥の地 長崎
から―栄養士が発信する食と心―、3月8日（土）・9日（日）、
長崎ブリックホール、参加者756名）の開催報告がされまし
た。

2.組織ワーキンググループ
①「病院施設における栄養士業務についての調査―医療・

介護施設における嚥下食提供による効果の検証および

COPDに関する文献検索―」に関する調査研究　②地区
リーダー研修会の開催による、各種課題に対する意見交換

および情報収集について報告がされました。

■平成26年度事業計画
石川企画運営委員長より平成26年度事業計画（案）が提

案され、質疑応答の後承認された。

①医療事業部スローガンを「病院から在宅までシームレ

スな栄養管理・栄養指導を目指そう」とすること。②重点項

目として以下の項目とすること（1）管理栄養士の病棟配置
の推進（2）専門分野での生涯教育体制の構築（3）栄養士間
の地域連携推進（4）専門団体としての組織強化（5）病院フー
ドサービスの充実。③具体的な事業として（1）臨床栄養学
術セミナーの開催（7月26日（土）東京）（2）スキルアップセ
ミナー（11月15（土）、16日（日）（場所未定））（3）食事療法学
会（平成27年3月28日（土）・29日（日）仙台市）
■食事療法学会の開催報告および次年度開催県について

長崎で開催された第33回篠崎彰子学会長から756名の
参加者があったことが報告され御礼の挨拶がありました。

また、次年度は宮城県・仙台市で第34回が開催されること、
愛知県・名古屋市で第35回が開催されることが報告されま
した。

■全国リーダー研修会

1.平成26年度診療報酬改定情報
病院栄養部門に係る改定項目について次のとおり報告が

ありました。①有床診療所の栄養管理と栄養指導について

②病院での栄養管理体制について③経口摂食回復促進加

算に多職種の明記④在宅褥瘡対策チームに管理栄養士の

明記など。

一方、疑義解釈で提示された経口補水液などの食事療養

費関連の問題について、参加者間で活発なディスカッション

が行われ、この問題に対しては、各施設での対応となるが、

管理者の了解のもと、管理栄養士は監査に耐えうる基本的

な書類の整備や対応を行うことが重要であることが確認さ

れました。

2.平成25年度政策課題の報告
中川常任企画運営委員から「嚥下対応食に関するアンケー

ト調査」について報告がされ、回収率の高いアンケートであ

り、まとめた内容については、病態栄養学会での発表、厚生

労働省、摂食嚥下リハビリテーション学会などに資料として

提出し、高い評価をいただいているとの報告がありました。

今後報告書として整理するにあたり、協力施設を明記するこ

とも報告されました。また、原常任企画運営委員長より

COPD患者栄養管理などに関する論文検索結果報告があ
り、管理栄養士の原著論文が意外に少ないことから今後の

奮起を期待し、この資料については26年度診療報酬改定
医療技術評価委員会へ呼吸器リハビリテーション学会など

との連名で提出した「COPD患者の栄養食事指導料評価要
望」の資料として添付されたことが報告されました。

3.生涯教育制度開始について
各都道府県医療事業部で開催する実務者研修のレベル

を一定にし、スムーズな運営が可能となるようマニュアルを

作成し、その内容について周知を図りました。また、情報共

有をホームページなどで行うことが報告され、参加者からは

多くの質問があり、この研修に対する注目度の高さ、人材育

成に関しての都道府県の意気込みが感じられました。

■栄養部門実態調査

今年は2年に１度の実態調査の年となっており、有効な
調査項目や回収方法などについて渡辺副委員長から説明が

あり、有効回答率をアップするためにはCDによる回答形式
も検討することがあげられました。

■新執行部

今年は役員改選の年であり、4月19日に投票、翌日選挙
管理委員長から結果発表があり新役員は次のとおりです。

企画運営委員長：石川祐一（茨城県：（株）日立製作所日立

総合病院）、企画運営副委員長：西村一弘（東京都：社会福

祉法人緑風会緑風壮病院）、企画運営副委員長：渡辺啓子（福

岡県：公立学校共済組合九州中央病院）、常任企画運営委員：

中川幸恵（北海道：JCHO札幌北辰病院）、原純也（東京都：
武蔵野赤十字病院）、藤井文子（愛媛県：市立宇和島病院）、

他、18名。
 （医療事業部常任企画運営委員　藤井文子）

平成26年度病院医療関連職域管理栄養士・
栄養士育成のための全国リーダー研修会を開催

医療事業部
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平成25年11月30日に行われた全国リーダー研修会で
は、小松会長より「日本栄養士会が目指す栄養士・管理栄

養士の将来像と生涯学習制度」について講演があり、その

後各地域から集まったリーダーの方々で、「6つの課題」を設
けて問題点の共有化や解決に向けて意見交換を行いまし

た。

近年の動向では会員数の減少や栄養士会へ入会しない

「栄養士」についてが議題に挙げられており、より魅力的な研

修や企画とはどのようにすべきか、意見の聴取や方向性、現

在や今後の事業部のあり方について意見が挙げられました。

企画運営にあたり、今後いただいたご意見を反映させた

研修会などを企画するよう目指して参ります。

【課題１】　講演の内容を受けて、今後の「学校栄養士」「栄

養教諭」の取り組みたいこと

•職業倫理を若い会員世代に知らせたい。なかなか集まら
ない現状ではあるが情報発信を盛んにする。

•自分から学ぶという姿勢はどうやったら浸透するのか。
•スキルアップ研修会の内容は、学校栄養士としておさえる
べきである。

•危機管理（食物アレルギー、ノロウィルス対策など）
•栄養士として、人として基礎的なことをもって指導してい
かなくてはならない。

•栄養士としての土台があっての学校栄養士である。学校
栄養士を退職したら、地域栄養士となって役立っていき

たい。このことを次の世代にどう伝えるか。→小松会長

から会員に直接話をしてほしい。

•栄養士会に入っていることの魅力を示さなければならない。
•現状として、学校栄養士を退職して、地域に入らない人が
多い。若い人は会員にならないし、結果会員減となる。

•生涯教育で栄養士の質の担保をし、子どもたちへ伝えて
いくことをしたい（還元したい）。

•個別指導で学校でもNSTのような組織が必要だと思う。
（養護、学校医などで組織）

•個別指導のために、カウンセリングや認知行動療法など
が必要。

•地域毎に食事摂取基準の研修を行いたい。
•常に新しい情報を得て、仕事に活かしていく。
•栄養士、管理栄養士としての基礎基本をしっかりと学びス
キルアップを図る。

•栄養士、管理栄養士の免許があっての栄養教諭であるこ
とを忘れずに業務にあたることが大切。

•地域の健康について考えていくことも大切。行政からも
望まれている。

【課題２】　講演の内容を受けて、今後の「学校栄養士」「栄

養教諭」の取り組むべきこと

•研修会で学んだことを職場で広げ、他職種も巻き込む。
•個別指導もスキルがないとできないので実績を積めば信
頼となる。

•他県との情報共有
•センター勤務で学校数多く子どもの顔、名前も分からな
い状態でアレルギーの対応も増加する。

•他職種のことはわからなくても、連携は必要で栄養士会
の研修、入会も勧めていきたい。

•栄養教諭で新卒、センター勤務になりたちまち困ってい
る様子がある。新採用研修だけで大変な状況であるので、

給食管理の充実必須。

•センターは、生徒児童の体位データや食事量など、情報
の共有を行うこと。

•「栄養士」としての自己研修する必要性は、十分に感じて
おり忘れてはいけないと思う。

　→栄養士会に入っておくことは必要→次の世代に……課題。

•学校栄養職員、栄養教諭として必要な基本となる勉強（生
化学など）を設定してほしい。

•摂取基準など業務にしっかり反映できるようにしたい。
意識改革が必要であり、専門性を高め、エビデンスを基

に指導ができるようにしなければならない。

•業務が年々多様化していく中、研修のスリム化を図ってい
る地域も増えている。

今回は、研修会報告の一部を紹介しましたが、詳しくは

後日ホームページに掲載しますので、ご覧ください。

今年度の研修会につきましては、25年度と同じ程度の計
画をしていきます。決定次第「日本栄養士会雑誌」、ホーム

ページなどに掲載しますので、多くの会員のみなさまのご参

加をお願いいたします。

平成26・２７年度　学校健康教育事業部企画運営委員
 愛知 柵木　嘉和 埼玉 伊藤　和義

 千葉 植草　真由美 東京 北島　雅子

 栃木 中田　智子 群馬 高橋　直美

 東京 鈴木　麻里子 神奈川 寺村　正生
 新潟 齋藤　晃代 長野 北原　直美

 静岡 久保田雪子 愛知 石川　桂子

 鳥取 星野　記史

以上13名で取り組んでまいりますので、どうぞよろしくお
願いいたします。

 （学校健康教育事業部企画運営委員長　柵木嘉和）

平成25年度全国リーダー研修会の報告

学校健康教育事業部
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平成26年度事業も4月から始まっております。今年度

の事業計画は、昨年と同様な計画を以って立案しており

ます。と言うのも、（公社）日本栄養士会の会員の増加が

のぞめなく、減少傾向が数年前から起こっており、この事

業部においても同様なことがいえ、予算的に新規事業の

企画立案、計画が困難な状況にあります。

昨年より「健康日本21（第二次）」がはじまり、また、日

本人の長寿を支える「健康な食事」のあり方検討会が数

回開催されており、昨年12月には和食がユネスコ無形文

化遺産に登録され世界中から注目されはじめたのは皆さ

ん承知するところであります。

健康的な日本食は、和食を基本とし戦後さまざまな国

や地域の食事を取り入れ進化してきています。

働き盛り世代（おおむね労働年齢15歳～65歳）の健康

の維持増進を図り生産性を確保するため「国の政策＝食

事」「食事＝健康管理」となるよう情報発信を行い生活習

慣病の予防を行うことです。

近年、工場給食の海外輸出と言ったらおおげさかも知

れませんが、日本の工場給食の形を東南アジアへ進出さ

せている日本企業の報道を目にしました。これも言うま

でもありませんが、日本の企業の労働者の健康管理を考

え、生産性を上げ、勤労意欲の向上を図っているものと

もいえます。成長戦略による給食の輸出であります。

昨年、日本人の長寿を支える「健康な食事」のあり方に

関する検討会の方向性（案）において、効果として生産性

向上ならびに健康寿命の延伸、医療費の削減に寄与する

ことは、成長戦略は会員が効果的かつ、効率的に健康づ

くりができるスキルの向上がのぞめるではないかと考え

ます。

健康増進法による、「特定給食施設等における栄養管

理に関する指導及び支援について」がこのほど、平成25

年に特定給食施設における健康増進を目的とした栄養

管理の評価で、日本人の長寿を支える「健康な食事」のあ

り方において身体状況を含めた総合的な評価の実施が、

求められています。

また、「健康日本21（第二次）」においても、平成 34年に

は、利用者に応じた食事の計画、調理および栄養の評価

改善を実施している施設（管理栄養士・栄養士を配置し

ている施設）の割合を80％に増加を目指しています。今

後企業においても、健康増進につながる管理栄養士・栄

養士が研鑚をし、スキルの構築を行うことがよりのぞま

れます。

つまり、栄養管理上の課題の明確とその課題解決に向

けた取組みの推進であり、言うまでもありませんが、個

人において、身体の状況、栄養状態の把握（アセスメン 

ト）し食事の提供による評価、献立、栄養に関する情報

の提供、衛生管理、災害時の食糧の備蓄などの支援なら

びに評価を行政で行うことであります。目指す成果から

特定給食施設の栄養管理を考えるには、管理栄養士・

栄養士の配置率により高度な栄養管理を実施するため

に研修の実施を計り、食事摂取基準2015年版などの評

価は勤労者の疾病の発症・重症化予防において、栄養改

善および先に述べた医療費など伸びの抑制とは、肥満

や、やせの現状を把握し課題のある場合（肥満およびや

せの者の割合、BMIが日本肥満学会の指標で普通体重

以外の指数の場合）は指導・助言し改善を図るようにな

ります。

「健康な食事」で健康長寿を目指しているわが国は、勤

労者の給食における健康な食事の比重は大きいと思い

ます。成人期のライフステージの食環境の多様化する中、

食に関し安全で安心して快適に暮らすことのできる社会

を築くことが、社会サービスの基礎と思います。今年 4

月より消費税が上がり、食産業において、受託契約競争

が以前より一層激化し、食事内容が危惧される中、コスト

が優先で選ばれることなく食が健康産業として評価され

「健康な食事」が企業に貢献でき、社会的に評価されるこ

とだと思います。

対象者の前年の診断結果・生活習慣・労働に伴う生

活のリズムなどからの栄養・保健指導対策を明確に行い、

次につながる普通の評価（BMI 18.5以上 25未満）にす

るには、ポピレーションアプローチにより次年度定期健

診などでのアウトカム評価を得られるためには、効率的

に健康づくり活動に参加し最新の知識の修得などが必

要ではないかと思います。

 （勤労者支援事業部担当理事　岸本稚清）

これからの特定給食施設の健康戦略

勤労者支援事業部
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26年以降の活動計画を検討するための基礎資料とし
て、本事業部のビジョン、今までの活動内容および課題

を整理し、以下にまとめました。

《本事業部のビジョン》
管理栄養士・栄養士養成システムの充実と科学的根

拠の蓄積を業とし、その実践活動を通して、社会へ食と

健康の専門職としての責務を果たす。

《ビジョン達成に向けての長期目標》
1． 管理栄養士・栄養士の新たな養成システムを提案す
る。

2．教員の教育力・研究力向上に向けた事業を強化する。
3． 研究者あるいは管理栄養士・栄養士養成校として社
会（地域）貢献モデルの提案および、社会に向けた食

と健康に関する情報発信を行う。

《主な活動内容》
■全国研究教育栄養士研修会の開催

医療職性を有する質の高い管理栄養士・栄養士を養

成するためには、養成システムの標準化ならびに教員の

教育力・研究力の向上が重要です。そこで、可能な限り

全ての事業部会員（養成施設等教育機関、研究機関、企

業などの管理栄養士・栄養士）が年に1度は一堂に会し、
社会制度などの変革、養成教育における現状の課題、栄

養士制度などに関する情報を一人ひとりが直接、享受し

理解・認識を共通にするための研修会を開催しています。

■全国リーダー研修会の開催

養成の標準化と職域の専門領域の地域展開（各ブロッ

クならびに都道府県での展開）を担う人物を育成するた

めに、各都道府県栄養士会の当該職域の代表者（数名）

を対象としたリーダー研修会を開催しています。

■健康栄養科学情報の発信ならびに科学的根拠の活

用を目指したホームページの充実事業

日本栄養士会のホームページを介して、社会に向けた

健康栄養科学情報の発信と、管理栄養士・栄養士自ら

が科学的根拠を活用できるための方法（学術論文の調べ

方など）を紹介しています。

■食品企業などを介した栄養･食事改善と管理栄養士

･栄養士の活躍領域の拡大

企業で食品の研究開発に携わる管理栄養士・栄養士

は国民への栄養･食事改善のメッセンジャーとして多大

な威力を有しているため、「食品企業等で研究･開発等に

携わる管理栄養士・栄養士の活躍」事例をとりまとめ、

企業栄養士の活躍領域を紹介しています。

《主な課題》
1． 全国研究教育栄養士研修会および全国リーダー研
修会の参加者増の検討

研修の日程を全会員に合わせるのが難しいという背景

もありますが、今後も引き続き、より多くの会員が参加

できるよう、解決策の検討が必要です。さらに、全国リー

ダー研修会については、研修の位置付け、リーダーの役

割、リーダーへのサポート体制などを検討することも必

要です。

2．ブロック研修会の意義、位置づけの明確化
本研修は、日本栄養士会と都道府県栄養士会の架け

橋の場、各ブロック単位での社会（地域）貢献のあり方を

検討する場、ブロック会員の連携やネットワーク拡大を

図ることができる場として重要な位置付けにありますが、

現在は、日本栄養士会の事業枠に入っていない状況であ

ることから、ブロック研修会の意義、位置付け、予算措

置などをすり合わせた上で、運営方針を検討することが

必要です。

3．ネットワーク構築の検討
養成の標準化、教育・研究力の向上、社会（地域）貢

献事業の展開を図るためにも、養成校間のネットワーク

構築はもとより、本事業部と他事業部、都道府県栄養士

会などとのネットワーク構築の検討が必要です。

4．委員会の仕組みについての周知
一般会員には、日本栄養士会役員と事業部委員の仕

組みなどが分かりにくいため、組織の位置付けや委員の

役割などを、会員に分かりやすく周知することが必要で

す。

5．本事業部会員に必要なコンピテンシーの開発
本事業部会員に求められる3つの資質（教育力、研究

力、専門職としての誇りと自覚）をもとに、生涯教育にお

ける本事業部の到達目標をまとめる必要があります。

以上、その他の課題もありますが、26年度は、これら
の課題を踏まえた上で、新委員の方 と々ともに、新たな

活動計画を作成したいと考えています。

最後になりましたが、長年にわたり本事業部企画運営

委員会を率いてくださった池本真二委員長および笠岡（坪

山）宜代副委員長をはじめとし、全企画運営委員の方々

に心より感謝申し上げます。

 （研究教育事業部企画運営副委員長　斎藤トシ子）

研究教育事業部の活動及び課題について

研究教育事業部
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健康増進法および食育基本法という栄養行政の基盤

となる法の整備、改正介護保険法の検討、高齢者の医

療の確保に関する法律による特定健診および特定保健

指導の実施など、社会情勢がめまぐるしく変化している

中で、公衆衛生部門における行政栄養士などの果たす役

割が一層重要となってきています。昨年から、健康日本

21（第二次）がスタートし、平成25年3月 ｢地域における
行政栄養士による健康づくり及び栄養・食生活の改善の

基本指針｣ が新たに定められた中、早急な成果が求めら

れています。

こうした情勢を踏まえ、行政管理栄養士・栄養士は、

施策の成果を確実にまとめて行かなくてはならない時代

に来ています。

公衆衛生事業部では、健康日本21（第二次）の着実な
推進に向け、国民の健康づくりおよび栄養・食生活の改

善の重要な担い手であります。よって、行政栄養士が、

優先されるべき施策の企画、実施、評価を行うことがで

きるよう、①会員の資質の向上、②行政管理栄養士など

業務の確立と推進③健康日本21（第二次）の推進ととも
に、新業務指針の普及と実践に取り組んでいるところで

あります。

行政栄養士の職務の重要性をかんがみ、計画的かつ

継続的な人材の確保を進め、健康づくり、母子保健、介

護予防および介護保険、国民健康保険などの各関係部

門に、管理栄養士・栄養士の配置もされてきています。

こうした各領域において、行政管理栄養士・栄養士が

自らの業務を公にしていくためには、各事業などのデー

タを明らかなものとしていかなくてはなりません。

すでに、地域診断に基づいた、データ解析から政策課

題を抽出し計画している自治体も多く見受けられます。

今回は、事業のまとめを行うにあたって、データの基

本的な扱い方について少し説明します。

1．データをまとめる理由
社会的な食に関する問題は、住民と多く接している管

理栄養士・栄養士には常日頃感じていることが数多くあ

ります。このような課題あるいは問題を、なんとなく多い

という感覚だけではなく、エビデンスにするためには、

データを集計しまとめ、集計結果を考察することが大切

です。

2．データのとり方
日常業務の中で、アンケートをとる場合、まず多くある

のは、

•参考になりましたか　（はい・いいえ）
•本日の講習会で参考になったのは

などが多くあります。

アンケートのとり方は、当日の感想だけではなく食習

慣や食意識などの現状を加えるとデータとなります。

また、栄養診断結果を本人に返却している自治体も多

くあると思いますが、それをデータとしてエクセルなどに

残しているところは少ないと思います。

同意をとり、残していくと貴重な地域診断の基礎デー

タとして活用できます。

3．同意のとり方
•データの種類
1．アンケート結果
2．健診結果
3．栄養診断結果
4．その他
などがあげられるが、その際に必ず同意をとらなくて

はいけません。

例）

栄養診断結果の内容を、個人を特定できない形式で

当自治体（自治体名）の健康増進対策に活用すること

について同意いただけますか。

　　　① 同意する　　　②　同意しない

どちらかに、○をしていただく内容を帳票に記入でき

るものとします。

ここで初めて、データへの活用が可能となります。

いままでの経験で言うと、90％の方は同意していただ
けます。本来、研究計画を示して捺印することが研究の

倫理審査会にて求められます。

今回は、住民の皆様に還元する旨を目的として、同意

の有無で行っています。

4．大学・研究機関との連携の必要性
日常業務の中で、データをまとめていくのはかなりの

労力を費やすことが予測されます。なおかつまとめた結

果の精度も高めたいものです。

そのためには、データをまとめる前に、アンケート内容

を作成する時点から学識経験者（大学もしくは研究機関）

と相談しながら進めることが重要になります。

今後、住民の方々に、提供していただいた貴重な結果

を、行政として健康増進に関するデータとして住民に還元

をしていくためには、さまざまな専門家と協働していきな

がら、健康・栄養政策の成果を出してくことが強く求め

られています。

 （公衆衛生事業部担当理事　梶 忍）

公衆衛生業務において、健康増進データを
活用し、成果を得るためには

公衆衛生事業部
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【平成26年度全国栄養士大会自由集会「地域活動栄
　養士情報交換会」へのお誘い】

平成26年8月23日全国栄養士大会（地域活動栄養士
情報交換会）を神奈川県・神奈川県立保健福祉大学で開

催します。内容は、栄養ケア・ステーションモデル事業

実施県の神奈川県栄養士会栄養ケア・ステーションの現

状と地域活動会員が栄養ケア・ステーションで有効に活

動できる手法についての発表をお願いしています。その

発表を基に、地域ニーズに対応した公益事業の推進のた

めの地域活動栄養士の情報交換会を行います。また、

会員の活動の場に必要な会員作成の指導媒体実演、展

示・販売も行います。展示・販売を希望される方は各都

道府県代表者を通じて各地区担当の企画運営委員に申

込みをお願いします。媒体の展示・販売内容については、

事前にホームページに掲載する予定です。

情報交換会は、活躍している全国の地域活動会員の生

の声を聴く良い機会だと思います。これからもさらに、

地域で幅広く活動するために、一人でも多くの会員の参

加を神奈川でお待ちしています。

【第31回公衆栄養研究会アンケート結果報告】
公益事業推進のための最新知識の習得、情報の収集、

技術の開発のために行われた研究会、大雪の影響で参

加者数は145名でした。
アンケート回収は、108枚（回収率74％）。参加者の年

齢は、50歳代（41％）が一番多く、60歳代（30％）、40歳
代（17％）と合わせて約9割でしたが、70歳代も5％と地
域活動会員は、生涯現役でパワーがある方達が多いと感

じました。

＜会員事例発表＞

会員の事例発表は、「大変参考になった」の意見が多

かったが、「事業主としての自覚と発信力がすごい」「地域

活動栄養士＝個人事業主の考えにはっとした」「開業とい

うと遠い事柄、自分とは関係ないと思っていたが、認識

を改めることができた。心構えを知れて良かった」と明

日からの栄養剤をいただいた感想が多かったです。また、

「新しい食品の開発は、大変なものがある。努力を学んだ。

それによってもたらされる付加価値は素晴らしい」「ビジ

ネスチャンスがいろいろなところにある。能力を発揮す

る場がある」と、地場の食品の活用に栄養士が関わるこ

とは、単に開発のみでないものが提供できるのだと思い

ました。そして、「口頭で指導するより実際に作って食べ

てもらう方が行動変容につながり効果的だ。追跡データ

をまとめることも指導する上で説得力がある」「院長の心

を動かしたあなたの力が頼もしい」などと今後の活動の

仕方について考えさせられる感想が多く聞けました。

＜今後の事例発表について＞

会員は、食育関連や起業・開業関連、健康づくり関連

の事例発表を希望している会員が多いことが分かりまし

た。また、聞きたい内容については、在宅訪問栄養指導

や高齢者に対しての食事が多く、今回のような地域活動

会員に参考になるものや他職種との連携例との内容を希

望している会員が多くいることが分かりました。

＜講演2題について＞
講演は、「食についての情熱が素晴らしい。バイタリティ

あふれる仕事、活動は素晴らしい」また、「交換表6から7
への変更の成り立ちを分かりやすく解説していただけた」

「ユーモアの中で楽しかった」と答えた会員が多く、今後

の活動にぜひ役立てていただきたいと思います。今後の

講演内容については、「生活習慣病関連を希望している

会員が36人と一番多く聞きたい内容は、肥満予防の食
事と指導のテクニックやスポーツ栄養、食物アレルギー

他についての希望がありました。

感想としては、「内容が充実していて素晴らしい活動研

究会であった」「活発な意見交換会があり将来の力を感じ

た」の意見や「全国的な意見交換会の時間がもっとほし

い」との要望がありました。

＜地域活動事業部のホームページ＞

ホームページを見ている会員は86人（80％）でした。
見る回数は、月に1回以上が31人と多く、「いいえ」と
答えた会員から「今まで期待していませんでしたが、意見

交換会の説明を聞き、見てみたいと思った。チェックす

る頻度を多くしたい」とうれしい意見も聞けました。「各県

の研修会情報を詳しくのせていただきたい」との要望も

あり、会員には情報収集の意味でも、もっと活用してい

ただきたいと思いました。

 （地域活動事業部企画運営委員　佐野ちえみ）

平成26年度全国栄養士大会自由集会
（地域活動栄養士情報交換会）へのお誘いと
第31回公衆栄養活動研究会アンケート結果報告

地域活動事業部
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平成26年3月8日・9日の2日間、日本健康・栄養会館
において、平成25年度全国リーダー研修会を開催し、平
成25年度事業報告、平成26年度活動計画（案）、企画
運営委員改選の討議と、「福祉栄養士の技術向上に向け

た自己学習方法」について研修を行いました。

福祉事業部の活動は、自分のためだけではありません。

管理栄養士・栄養士の専門性の向上を図り、専門職種と

して国民の福祉の増進に寄与し、健康で明るい社会をつ

くるため、今後ともご理解ご協力をお願いいたします。

◆平成26年度事業計画（案）について
〈活動方針〉

平成27年 4月の介護報酬、障害福祉サービス報酬の
同時改定を視野に、施設における栄養管理として栄養マ

ネジメント、地域で暮らす高齢者・障害者の栄養改善の

重要性と有効性を、過去に実施した調査研究のデータを

再分析して実証する。

さらに、地域で暮らす要介護、要支援高齢者や障害者

の健康寿命を延伸できるよう取り組むための栄養改善シ

ステムを構築し、モデル的に実践する。

また、児童福祉施設の利用者や地域の子育て支援を

目標とし、それらの取組を推進するとともに、その取組

が円滑に実践できるようにする。

これらの目標を達成させるため、福祉施設の栄養管理

や食生活・栄養支援の技術と質を向上させる内容の研

修を企画し、適切な業務を遂行できる管理栄養士・栄養

士を育成して、福祉施設や各種関係機関や各種団体にそ

の重要性をアピールする。

これらの活動から、国や国民が福祉領域で活躍してい

る管理栄養士・栄養士に何を求めているかを適切に把

握するとともに、国民の福祉、健康増進に寄与すること

を目的に各種事業を全国的に展開する。

〈事業計画〉

（1）事業の円滑な遂行
①平成26年度福祉事業部全国リーダー研修会
　平成27年3月7日（土）・8日（日）
②事業企画運営会議　年8回
③地域支援活動研修会　平成26年10月26日（日）
（2）専門性の向上と拡充
①全国福祉栄養士研修会

　平成26年10月18日（土）19日（日）

　　江東区・東京ビッグサイト

②第19回専門研修会
　「日本栄養士会雑誌4月号」参照
③調査研究（過去のデータ再解析）

（3）社会活動への推進事業
①「健やか親子21」事業
　児童福祉施設におけるクッキング講座

 　秋田県、山形県、福島県、群馬県、東京都、神奈川県、
石川県、静岡県、大阪府、兵庫県、広島県、香川県、

愛媛県、熊本県、沖縄県（15都道府県30カ所）　
②「すこやか推進事業」

 　国民の健康支援を目的に、福祉関係のイベント会場
にて参加者の食習慣を診断して食生活への支援をす

る。

③「日本栄養士会雑誌」に実践事例などの情報を掲載

④日本栄養士会ホームページに情報の掲載

⑤「全国福祉ネットワークだより」年2回発行

◆「よりよい自己学習方法について」

各都道府県のファーストステップ研修会、専門研修会

への取組状況の報告と、専門研修会講師で大変お世話

になっております佐々木敏先生（東京大学大学院医学系

研究科公共健康医学専攻疫学保健学講座社会予防疫学

分野教授）、雨海照祥先生（武庫川女子大学食物学科）

から自己学習について講義をいただき、全体討議を行い

ました。

「時代は動いている。乗り遅れない、乗り遅れさせな

いために研修は必要で広報が大事」「同じ会員でありなが

ら参加したいのに知らなかったでは不合理」「連絡方法は

具体的に繰り返し伝えることが大事」「実際に受講者の体

験談を用いて広報するのも有意義」「研修目的は、専門職

としての知識・技術の向上にある。社会的地位の向上は

目指すものではなく結果として付いてくるもの。利用者

のために良い仕事をしよう」「研修した内容は自分に財産

として残る。正しいもの、大事な学習を選ぶ能力を大切

に、良い研修会を選び効果的に勉強しよう」など。

今後、各都道府県リーダーとして活動する目標と活動

の在り方を示唆いただき、会員に専門力をアップする必

要性を示していく原動力をいただいた研修でした。

 （福祉事業部企画運営副委員長　田中眞智子）

平成25年度
福祉事業部全国リーダー研修会報告

福祉職域事業部
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（公社）京都府栄養士会
岸部公子 会長栄養士養成について考える

　平成26年4月より生涯教育制度を導入し実施するに

あたり栄養士とは何かを改めて考える機会を得ました。

　私自身、栄養士の資格を取得して52年、その間栄養

士の資格をもって「業」として過ごしたのは38年、京都

府栄養士会の会員として41年になります。�

　この38年間は、栄養士養成施設でその資格を付与

するカリキュラムの単位の一部である栄養教育論（栄養

指導論）・食生活論・臨床栄養学実習などを担ってまい

りました。�

　入学当初の学生に、「栄養とは何」と質問しますと栄養

素の名称が連なり、栄養素は物であるとの認識が大半

です。そこで、栄養士法第１条を通して目指している目

標、栄養士の定義を示し「栄養の指導を業とする」栄養

士の資格がいかに重いものであるのかを伝えます。「栄

養とは、生命現象を維持するために必要な物質（栄養

素）を摂取し消化・吸収し、体成分を合成し分解し（代謝）

不必要な物質を体外に排出する一連の過程である」。

　生命現象とは、受精卵から死にいたるまでの生理現

象であり、その時々の状態には健康、半健康、罹患して

いるときなどと幅があります。したがって、一人の人間

の生理現象を知り各疾患について理解し、対象者の生

理状態やその病状に適応した量や質・形態に合わせて、

美味しく消化吸収しやすく衛生的な食事を提供するこ

とが求められます。これらに適応するためには食品の

種類や特性、栄養価、調理性、物性、嗜好、味覚などの

基礎知識をよく理解し応用して料理とし提供すること

が栄養士の名称を用いて「業」とすることの基本となり

ます。栄養士の養成施設が栄養士の資格を与える場で

あるならば、研究の場である前に、この目標に向って教

育する場であることを忘れてはならないと思います。�

　また、栄養士・管理栄養士業務を平面的にみると、

調理場・事務室・栄養指導室・カンファレンスの場・在

宅での栄養管理の場などとなります。これらの実務の

場において高度な知識も重要です。しかしこれは、栄

養士・管理栄養士としてしっかりとした基本業務の上に

あってこそ活かされることを忘れてはならないと思いま

す。�

　現在の社会状況は、知識に偏ることなく「食」を大切

にする栄養士の養成を求めています。�

　会員の皆さんも生涯教育を受講し、法律で定められ

た栄養士としての自分を評価する機会にしてみてはどう

でしょうか。�

（公社）徳島県栄養士会
髙橋保子 会長徳島県と糖尿病

　徳島県は肥満者が多く、歩く歩数は少なく、野菜摂

取量が少ない。そして、糖尿病の死亡率は全国ワースト

１の状態が長く続いています。「糖尿病死亡率全国最下

位からの脱出」を目指し、食生活や運動習慣などの生

活習慣改善による肥満の減少、定期的な健診受診や異

常所見指摘後の保健指導・医療機関の受診促進、糖尿

病予備群・有病者の治療継続等などの取組みを関係機

関と連携して進めています。�

　平成17年には「糖尿病緊急事態宣言」が県と医師会

から出されました。県内約50の関係団体からなる「み

んなでつくろう！健康とくしま県民会議」や県民、医療

機関、各種団体および行政機関などによる糖尿病克服

推進体制として「徳島県糖尿病克服県民会議」が整備

され、県栄養士会も重要なメンバーとして役割を担って

います。�

　ヘルシー阿波レシピ、健康づくり推奨店、地産地消

阿波レシピ、阿波踊り体操、ウオーキング・プラス1,000

歩県民運動といった健康づくり取組みのためサポート

ツールの開発や、普及啓発に努めていますが、未だ結

果を出せていません。�

　平成25年度は「みんなの食育アカデミー」研修会を

県下96カ所、3,771名に展開しました。自らがセミナー

の参加者を募り場所や企画を立て開催するという初め

ての試みでした。80カ所の目標を12月に達成し、結果、

96カ所で実施することができました。対象者は、老人

会28カ所（1,348人）、子供関係33カ所（1,480人）、食

生活推進協議会8カ所（213名）、婦人会5カ所（109名）、

企業4カ所（88名）、料理教室3カ所（42名）、健康講座

3カ所（160名）、消費者協会2カ所（112名）JA3カ所（133

名）、組合・助産師会7カ所（86名）でした。

　新たに平成26年度には県から「糖尿病重症化予防（栄

養ケア支援）事業」を託されました。目的は、①潜在管

理栄養士の発掘や人材育成、②「栄養ケア・ステーショ

ン」のあり方検討・周知、③糖尿病連絡協議会の実施、

④糖尿病連携パスなどの活用の普及を掲げています。

県下に栄養ケア・ステーションの意義と活動を示す重

要な事業になると思います。栄養ケアを取り巻く環境

の整備を推進することで糖尿病（生活習慣病）重症化

予防を図り糖尿病による死亡率ワースト１位からの脱却

を掲げ、栄養士会も大きな役割を担おうとしています。�

�

�
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（公社）熊本県栄養士会
石井孝文 会長公益社団法人としての歩み

　4月の新年度から、熊本県栄養士会も公益社団法人

として新たな歩みを始めました。公益社団法人への移

行には、法律の期限いっぱいの期間を要しましたが、会

員の皆様のご理解、御協力、役員各位の御尽力、また、

関係機関の厳格、的確な御指導、御支援を賜り、改め

て深く感謝しています。�

　事業の見直しについては、公共益に貢献し、公共サー

ビスをもたらすことを念頭に置き、事業を推進してきま

したが、成果が見られたものを挙げてみますと、食環境

整備事業のブルーサークルメニューの開発、これは県下

のホテル・レストラン・飲食店、熊本大学医学部代謝

内科、熊本県健康福祉部および本会（医療事業部）の産・

官・学が連携した事業として各方面から関心が寄せら

れていますが、地元新聞にも利用者である県民からの

投稿があるなど、県民への食支援としての広がりを見

せています。次に、地域子育て支援拠点施設における

食育相談事業、これは施設に出向いて、乳幼児を持つ

保護者を対象に、栄養や食生活に関する相談・指導や、

離乳食・幼児食の調理実習などをするものです。事業

完了後に、関係機関、団体の参加を得て報告会を開催

しましたが、利用者に好評であり、また、他職種からの

支援の要望が高いことを感じています。また、組織の

強化については、ここ数年、漸減していた会員数が昨

年度は増加しており、一時的な現象とならないよう会員

のニーズに応える魅力ある運営と社会への貢献が重要

だと考えています。�

　一方、今後の活動目標は、栄養・食に関する専門職

能団体として、常に管理栄養士・栄養士としての能力の

習熟を促し、栄養ケア・ステーションの充実など社会か

ら求められる役割を果たすことだと考えています。

　現在、（公社）日本栄養士会では、「管理栄養士・栄養

士の将来像」や｢倫理綱領｣の策定が進められています。

また、昨年8月に ｢確かな社会保障を将来世代に伝え

るための道筋｣として、社会保障制度改革国民会議報告

書に、｢1970年代モデルから21世紀日本モデル｣ への転

換が示されました。�

　公益社団法人という新しい器にふさわしい ｢栄養士

会モデル｣の構築、それは、会員全員で一つ一つ積み上

げることだと思っています。�

�

�

�

　福岡県栄養士会は公益社団法人化3年目を迎え、よ

り一層県民の健康寿命の延伸に寄与するため、その健

康づくりの担い手となる人材の養成事業を積極的に展

開しています。�

　昨年から全国の栄養士会のトップをきって新生涯教

育制度の試行を実施しました。本年度は、3月末に全会

員へ新生涯教育制度の周知を行い基本研修、実務研修

を同時にスタートし、内容を充実させ会員個々のスキル

の向上・キャリアアップの支援体制の構築を目指してお

ります。管理栄養士・栄養士として「栄養の指導」の本

質と実践形態を基本研修でしっかり身に付け高度な専

門的技能の習得とともに、一人ひとりのかけがえのない

命を尊び慈しむ姿勢を身に付けたより多くの管理栄養

士・栄養士を輩出したいと考えております。さらに県民

の皆様が質の高い栄養指導および食事療法などを身近

に受けることができるよう常設の栄養ケア・ステーショ

ンを設置し、県民への正しい知識の普及啓発に積極的

に取り組む活動の場の提供を企画しており、事業の拡

大とそれに付随した人材の育成が急がれます。そのた

めには離職率が高い若い管理栄養士・栄養士の対策と

して、時代にマッチした能動的参加型セミナーの開設

に力を注ぎ離職と退会に歯止めをかけることができま

した。25年度は会員増となり、さらなる組織力強化に

努めているところです。また、会員の就労支援として本

年1月に無料職業紹介所を開設し会員・非会員を問わ

ず個々に応じた就職先を紹介しており、就労された会

員の方には、末永くいきいきと働いていただきたくきめ

細かなサポートを実施していく所存です。�

　県民に必要とされる管理栄養士・栄養士として認知

されるためには、地域に密着した活動とともに、他組

織、他職種との連携や交流を積極的に推進することも

大事であり、その中で会員が笑顔で、そして十分な活動

ができる環境の整備に取り組んでいきます。�

　本年度の取り組みとして、期間限定（6ケ月間）ではあ

りますが福岡市中央区天神5丁目の北天神メディカルビ

ル1階に福岡県栄養士会栄養ケア・ステーションを開設

します。管理栄養士・栄養士を常駐させ栄養指導をは

じめ医療・福祉・介護に関するセミナーや料理教室な

どを実施し、人事育成とともに地域に顔の見える栄養

士会を目指し、医療機関との連携や県民のニーズなど、

栄養や食に関する情報の収集や解析、検証を行う予定

です。�

（公社）福岡県栄養士会
大部正代 会長

人材育成と全会員がいきいきと活動できる
環境整備の推進
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平成26年度 公益社団法人日本栄養士会 定時総会
開 催 通 知

�

平成26年6月1日

代議員・会員各位

公益社団法人日本栄養士会会長　小松龍史

　公益社団法人日本栄養士会定時総会を公益社団法人日本栄養士会定款第18条第1項の規定に基づき、下記により

開催いたしますので、注意事項をお含みのうえご参加くださいますようご案内申し上げます。

記

日　時　平成26年6月22日(日）13:00 ～17:00

	 6月23日(月) 9:00 ～12:00

場　所　東京ビッグサイト　レセプションホールB

　　　　東京都江東区有明3-11-1

構成員　代議員

総会議題

　第１号議案　平成25年度事業報告、貸借対照表、損益計算書(正味財産増減計算書)および財産目録承認の件

　第２号議案　理事選任の件

　第３号議案　役員報酬承認の件

　第４号議案　管理栄養士・栄養士の職業倫理に関する規則の制定承認の件

　第５号議案　定款の一部変更の件

　第６号議案　名誉会員承認の件

　協議事項　平成26年度事業執行計画、予算について

　協議事項　管理栄養士・栄養士の将来像と推進対策について

日　程

第1日（6月22日）

　12:30 ～13:00	 受付

　13:00 ～14:00	 特別講演「食事摂取基準2015の活用の留意点（仮）」

	 � 東京大学大学院医学系研究科社会予防疫学分野教授　佐々木 敏

　14:00 ～14:20	 開会

	 会長挨拶

	 議長団選出・議事録署名人選出・書記団指名・会議運営委員指名

	 総会成立宣言

　14:20 ～15:00	 第2号議案（提案説明・選任決議）

　15:00 ～15:50	 第1号議案（提案説明）

　15:50 ～16:05	 第3号議案（提案説明、討論・採決）

　16:05 ～16:15	 第4号議案（提案説明、討論・採決）

　16:15 ～16:20	 第5号議案（提案説明、討論・採決）

　16:20 ～16:25	 第6号議案（提案説明、討論・採決）

　16:25 ～16:55	 協議事項　平成26年度事業執行計画、予算について （提案説明）

　16:55 ～17:00	 第2号議案（選任決議報告）

　18:00 ～ 20:00	 情報交換会（東京ベイ有明ワシントンホテル「アイリス」）

第2日（6月23日）

　 8:30 ～ 9:00	 受付

　 9:00 ～ 9:20	 総会式典
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　 9:20 ～10:20	 第1号議案（討論・採決）

　10:20 ～11:00	 協議事項　平成26年度事業執行計画、予算について （討論）

　11:00 ～12:00	 協議事項　管理栄養士・栄養士の将来像と推進対策について（提案説明、討論）

　12:00	 閉会

【注意事項】

1. �上記議案の内容は「総会資料」（ホームページ会員専用ページに掲載します。代議員の方へは、別途郵送します。）を

ご覧ください。出欠につきましては、次によりご手配ください。

　(1) 出席する代議員は、その旨を所属都道府県栄養士会に届け出てください。

　(2) 欠席する代議員は、その旨を所属都道府県栄養士会に届け出るとともに、必ず委任状を提出してください。

　(3) �都道府県栄養士会長は、所属代議員の出欠〔①総会、②情報交換会〕を確認し、6月13日(金)までに日本栄養士

会長に指定の様式にて届け出てください。

　(4) �代議員以外の出席を希望する会員は、①所属都道府県栄養士会名、②会員番号、③氏名、④出欠〔1）総会、2）

情報交換会〕などを記入し、6月13日(金)までに日本栄養士会長にファクシミリ（FAX 03-3295-5165）にて申し出

てください。

2. �総会出席者は、定刻までに会場に到着し、受付を済ませて、総会会場にご参集ください。

【情報交換会】

日　時　平成26年6月22日(日) 18:00 ～ 20:00

場　所　東京ベイ有明ワシントンホテル「アイリス」

　　　　東京都江東区有明3-7-11

参加費　6,000円（当日徴収）

平成26年度 公益社団法人日本栄養士会 賛助会員会総会
開催のご案内

平成26年6月1日

賛助会員会会員各位

日　時　平成26年6月23日(月) 15:15 ～16:15

場　所　東京ビッグサイト　会議室103、104

　　　　東京都江東区有明3-11-1

内　容　報告・説明

　　　　　①日本栄養士会の活動について

　　　　議題

　　　　　①賛助会員会平成25年度事業報告について

　　　　　②賛助会員会平成26年度事業計画案について

　　　　　③賛助会員会会則の変更について

　　　　　④賛助会員会役員改選について

　　　　その他

　　　　　①日本栄養士会への要望

　　　　　②その他

※�平成26年度公益社団法人日本栄養士会定時総会ならびに情報交換会へも、是非、ご出席ください。

　参加申し込み方法などの詳細は、直接ご案内します。



告示第2号

Vol.4, No.1会報 栄養日本・礎18

公益社団法人日本栄養士会理事候補者について
�

平成26年6月1日

代議員各位

公益社団法人　日本栄養士会　

選任決議管理委員長　小林一郎

　平成26年4月11日付けで、日本栄養士会ホームページなどで告示をした理事選任総会決議について立候補がありま

した。

　平成26年4月30日に選任決議管理委員会を開催し、候補者の資格審査を行いました。その結果、別表のとおり理

事候補者を決定したので、役員選任総会決議にかかる手続規程第17条第1項に基づき告示します。

別表

1．一般理事選任決議分野候補者氏名（届出順）

№ 氏　名 都道府県 職　域 備　考

1 笠井　寛和 北海道 公衆衛生

2 木戸　康博 京都府 研究教育

3 神戸　絹代 静岡県 研究教育

4 迫　　和子 神奈川県 公衆衛生

5 西村　一弘 東京都 医療

6 長谷川克己 千葉県 医療

7 赤枝　いつみ 神奈川県 公衆衛生

8 園原　規子 長野県 地域活動

9 田中　弥生 神奈川県 研究教育

10 星野　隆 大分県 研究教育

11 齋藤　長徳 青森県 研究教育

12 井上　浩一 東京都 研究教育

13 鈴木　志保子 神奈川県 研究教育

14 小松　龍史 京都府 研究教育

15 森　　惠子 岡山県 研究教育

16 下浦　佳之 兵庫県 医療

17 寺本　房子 岡山県 研究教育

18 羽多野宏子 大阪府 医療

2．職域理事選任決議分野候補者氏名（届出順）

№ 氏　名 都道府県 職　域 備　考

1 政安　静子 茨城県 福祉 福祉から推薦あり

2 角谷　ヒロ子 新潟県 地域活動 地域活動から推薦あり

3 石川　祐一 茨城県 医療 医療から推薦あり

4 斎藤　トシ子 新潟県 研究教育 研究教育から推薦あり

5 柵木　嘉和 愛知県 学校健康教育 学校健康教育から推薦あり

6 阿部　絹子 群馬県 公衆衛生 公衆衛生から推薦あり

7 國分　葉子 東京都 勤労者支援 勤労者支援から推薦あり
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1．一般理事選任決議分野候補者

公益社団法人日本栄養士会理事選任総会決議の方法について
�

平成26年6月1日

代議員各位

公益社団法人　日本栄養士会　

選任決議管理委員長　小林一郎

　公益社団法人日本栄養士会定款第21条第１項、第３項および役員選任総会決議にかかる手続規程第6条から第19

条までに基づき、総会会場にて理事の選任に関する選任決議を次の分類ごとに行います。

1．一般理事選任決議分野候補者 18名　総会会場で選任の可否を問う選任決議を行います。

2．職域理事選任決議分野候補者 7名　総会会場で選任の可否を問う選任決議を行います。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝選　挙　公　報＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

◆各候補者から届出のあった事項を公報します。

　（各候補者から提出のあった公報原稿を、そのまま掲載します。）

1
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２．職域理事選任決議分野候補者

1
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編 集 後 記
　平成25年11月30日をもって公益法人制度改革関連法の

移行期限が終了しました。日本栄養士会・47都道府県栄養

士会のすべてが平成26年4月までに公益社団法人へと移行

しました。公益社団法人移行に向けた作業に当たられた会

長をはじめとする役員の皆様のご尽力に改めて敬意を表し

ます。

　今後は、組織や事業・財政の点検を進め安定的に運営を

図っていくことが求められますが、情報を共有し適切な運営

に努めていきましょう。

　平成26年度から従来行ってきた生涯学習は、キャリア形

成を支援できる生涯職能開発としての生涯教育に改められ

ました。すでに多くの都道府県栄養士会において平成26年

度の実施計画が作成され、ホームページに掲載されていま

す。すべての会員が受講し、管理栄養士・栄養士としてのミ

ニマムスタンダードを身に付け、栄養の指導を確立しましょう。

（公社)日本栄養士会副会長　長谷川克己

日本栄養士会会員のみなさんは、
自動的に栄養士賠償責任保険に加入しています !!

栄養士賠償責任保険ってなに？

＊会員専用ページ 
ユーザー名（eiyoushikai)
パスワード（jda2011）

　公益社団法人日本栄養士会が契約者となり、会員の皆様が被保険者（保険の補償を受け

られる方）となる、団体契約保険です。補償内容は、日本国内で管理栄養士・栄養士として

行う業務の結果、ご契約期間（保険期間）中に他人の身体や財物に損害を与えたことによ

り、負担される法律上の損害賠償責任を補償する保険です。また、さまざまなリスクを包括

的にカバーする総合補償制度もありますので、詳細につきましては、ホームページ（会員専用

ページ*）をご覧いただくか、引取保険会社または取扱代理店までお問い合わせください。

※栄養士総合補償制度（上乗せ補償制度）は自動継続ではありません。平成25年度加入さ

れていた方もあらためて加入手続きをしていただく必要がありますので、ご注意ください。

問い合わせ先

　　　　　 引取保険会社 	 日本興亜損害保険株式会社　TEL 03-3593-6247

　　　　　 取 扱 代 理 店 	 株式会社エヌシーアイ　　　TEL 03-3426-7757
*万一事故が発生したときは、ただちに引取保険会社または取扱代理店まで連絡してください。

回　数 種　類 発　行　日

vol.4-No.1 紙媒体（「日本栄養士会雑誌」同封） 平成 26 年 6 月 1日発行

vol.4-No.2 電子媒体（ホームページ掲載） 平成 26 年 10 月予定

vol.4-No.3 電子媒体（ホームページ掲載） 平成 27 年 1 月予定

vol.4-No.4 紙媒体（「日本栄養士会雑誌」同封） 平成 27 年 3 月予定

会報「栄養日本・礎」年間発行予定は以下の通りです。


